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   貯金規定改正新旧対照表 (下線部は改正部分を示す) 

新 旧 

教育資金贈与税非課税措置に関する特約 

 

１（特約の適用範囲） 

 （１）省略 

 （２）この特約は、次の各号のいずれにも該当する場合に適用し、次の各号の一にでも該当しない場

合には適用しないものとします。 

① 貯金者が口座開設時点において30歳未満であること 

② 貯金者が直系尊属との間で貯金者を受贈者とする贈与契約を締結し、口座開設時にその契約

書の原本を当会に提示すること 

③ 貯金者が前号の契約に基づき平成26年１月６日から令和８年３月31日までの間に直系尊属か

らの贈与により取得した金銭を、同期間内かつ取得した日から２か月以内に、貯金として預け

入れること 

   ④～⑧ 省略 

 （３）省略 

 

２～３ 省略 

 

４（贈与者死亡時の定め） 

  第１条第２項第３号による贈与日から教育資金管理契約の終了の日までの間に贈与者が死亡した場

合において、貯金者が当該贈与者からその死亡前３年以内（令和３年４月以後に贈与契約を締結した

場合は年数にかかわらず）に取得した金銭について、教育資金非課税措置の適用を受けたことがある

ときは、その死亡の日における管理残額（非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額のうち、

贈与者からその死亡前３年以内（令和３年４月１日以後に贈与契約を締結した場合は年数にかかわら

ず）に取得した金銭の価額に対応する金額）を、当該貯金者が当該贈与者から相続または遺贈により

取得したものとみなします。ただし、死亡の日において以下のいずれかに該当する場合は適用しませ

ん（平成31年４月１日以後の贈与について適用）。 

① 当該貯金者が23歳未満である場合 

② 当該貯金者が学校等に在学している場合 

③ 当該貯金者が教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練を受講している場合 

また、当該贈与者の死亡に係る相続税の課税価格の合計額が５億円を超えるときは、上記①～③の

いずれかに該当する場合においても、管理残額を当該貯金者が当該贈与者から相続または遺贈により

取得したものとみなします（令和５年４月１日以後の贈与について適用）。 

 

５～17 省略 

（令和５年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育資金贈与税非課税措置に関する特約 

 

１（特約の適用範囲） 

 （１）省略 

 （２）この特約は、次の各号のいずれにも該当する場合に適用し、次の各号の一にでも該当しない場

合には適用しないものとします。 

① 貯金者が口座開設時点において30歳未満であること 

② 貯金者が直系尊属との間で貯金者を受贈者とする贈与契約を締結し、口座開設時にその契約

書の原本を当会に提示すること 

③ 貯金者が前号の契約に基づき平成26年１月６日から令和５年３月31日までの間に直系尊属か

らの贈与により取得した金銭を、同期間内かつ取得した日から２か月以内に、貯金として預け

入れること 

   ④～⑧ 省略 

 （３）省略 

 

２～３ 省略 

 

４（贈与者死亡時の定め） 

  第１条第２項第３号による贈与日から教育資金管理契約の終了の日までの間に贈与者が死亡した場

合において、貯金者が当該贈与者からその死亡前３年以内（令和３年４月以後に贈与契約を締結した

場合は年数にかかわらず）に取得した金銭について、教育資金非課税措置の適用を受けたことがある

ときは、その死亡の日における管理残額（非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額のうち、

贈与者からその死亡前３年以内（令和３年４月１日以後に贈与契約を締結した場合は年数にかかわら

ず）に取得した金銭の価額に対応する金額）を、当該貯金者が当該贈与者から相続または遺贈により

取得したものとみなします。ただし、死亡の日において以下のいずれかに該当する場合は適用しませ

ん（平成31年４月１日以後の贈与について適用）。 

① 当該貯金者が23歳未満である場合 

② 当該貯金者が学校等に在学している場合 

③ 当該貯金者が教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練を受講している場合 

  （追加） 

 

 

 

５～17 省略 

（令和３年４月１日現在） 

付 則 この規定は、令和５年４月１日から実施する。 
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   貯金商品概要説明書改正新旧対照表 (下線部は改正部分を示す) 

新 旧 

商品概要説明書 

ＪＡ教育資金贈与専用口座 

 

（令和５年４月１日現在） 

１.商 品 名 ・ＪＡ教育資金贈与専用口座 

※租税特別措置法に基づく教育資金非課税措置の適用を受けるための口座

です。 

２.ご利用いただける方 ・直系尊属（曾祖父母、祖父母、父母等）から贈与契約書により教育資金

を受贈した 30歳未満の個人 

・贈与日の属する年の前年分の合計所得金額が 1,000 万円以下であること

（平成31年 4月 1日以後の贈与について適用）。 

※開設可能な専用口座は、お一人さまにつき１口座です。専用口座を開設

した場合、他の金融機関で専用口座の開設はできません。 

３.期 間 

（１）取扱期間 

（２）預入期間 

 

・平成 31年 4月１日～令和 8年 3月 31日 

・貯金者が 30歳に達した日など、一定の要件に該当した日まで 

以下省略 以下省略 

・ご不明な点は、当会窓口までお気軽にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商品概要説明書 

ＪＡ教育資金贈与専用口座 

 

（令和３年４月１日現在） 

１.商 品 名 ・ＪＡ教育資金贈与専用口座 

※租税特別措置法に基づく教育資金非課税措置の適用を受けるための口座

です。 

２.ご利用いただける方 ・直系尊属（曾祖父母、祖父母、父母等）から贈与契約書により教育資金

を受贈した 30歳未満の個人 

・贈与日の属する年の前年分の合計所得金額が 1,000 万円以下であること

（平成31年 4月 1日以後の贈与について適用）。 

※開設可能な専用口座は、お一人さまにつき１口座です。専用口座を開設

した場合、他の金融機関で専用口座の開設はできません。 

３.期 間 

（１）取扱期間 

（２）預入期間 

 

・平成 31年 4月１日～令和 5年 3月 31日 

・貯金者が 30歳に達した日など、一定の要件に該当した日まで 

以下省略 以下省略 

・ご不明な点は、当会窓口までお気軽にお問い合わせください。 

 

 

 

付 則 この商品概要説明書は、令和５年４月１日から実施する。 
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